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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 18,794 △35.5 △1,369 ― △1,103 ― △1,828 ―

21年3月期第1四半期 29,138 ― 527 ― 934 ― 457 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △19.06 ―

21年3月期第1四半期 4.77 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 71,301 14,341 17.2 127.72
21年3月期 74,108 15,535 18.1 140.06

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  12,251百万円 21年3月期  13,434百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

平成22年３月期の配当については未定です。 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 2.00 ― 0.00 2.00
22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

― ― ― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

38,700 △34.2 △3,050 ― △3,230 ― △6,970 ― △72.66

通期 87,300 △14.4 390 ― 380 ― △1,590 ― △16.57



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は３ページ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づき当社が
判断したものであり、実際の業績等は今後様々な要因により異なる可能性があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 96,036,851株 21年3月期  96,036,851株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  114,809株 21年3月期  114,287株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 95,922,335株 21年3月期第1四半期 95,936,558株



 当第１四半期におけるわが国経済は、昨年度後半の最悪期を脱し、一部の経済指標に改善の兆しが見られました

が、企業収益の低迷や設備投資の抑制等、依然厳しい状況が続いております。また、世界経済におきましても、各国

の景気対策や財政出動により一定の効果が見られるものの、米国の大手自動車メーカーが経営破綻するなど、依然と

して低迷が続く展開となっております。 

 当社グループが属する自動車業界におきましては、政府による買い替え促進策の恩恵を受け、一部の車種では販売

台数の増加傾向が見られたものの、全体的な需要回復には至っておらず、輸出についても低調に推移したことから、

国内生産台数は前年同期に対し大幅に減少いたしました。 

 このような環境の下、当社グループは早期の業績回復を図るべく、生産体制の再構築に取り組んでおります。 

 その結果、第１四半期連結売上高は、18,794百万円（前年同期比35.5％減）、営業損失は1,369百万円（前年同期

は営業利益527百万円）、経常損失は1,103百万円（前年同期は経常利益934百万円）、四半期純損失は1,828百万円

（前年同期は四半期純利益457百万円）となりました。 

 当社グループ主力の自動車部品関連の売上高は18,329百万円（前年同期比35.3％減）で、自動車関連以外の部門に

おける売上高は465百万円（同42.8％減）となっております。 

 所在地別セグメントの業績は次の通りであります。  

①日本 

 日本におきましては、優遇税制により一部車種で販売台数の回復が見られたものの、全体的には国内需要が伸び悩

み、輸出についても低調に推移したことから、国内生産台数が大幅に減少し、売上高は17,064百万円（前年同四半期

比35.8％減）、営業損失は1,490百万円（前年同四半期は営業利益251百万円）となりました。 

②北米 

 北米におきましては、大手自動車メーカーが経営破綻するなど景気が低迷する中、売上高は526百万円（前年同期

比45.9％減）、営業損失は73百万円（前年同期は営業損失18百万円）となりました。 

③アジア 

 アジアにおきましては、世界的な景気後退の影響を受け自動車生産台数が減少したことから、売上高1,203百万円

（前年同期比24.0％減）、営業利益は169百万円（同34.7％減）となりました。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期における総資産は71,301百万円となり、前連結会計年度末比2,807百万円の減少となりました。その

主な要因は、流動資産の減少2,010百万円、有形固定資産の減少1,269百万円、固定負債の減少2,253百万円でありま

す。また、純資産は14,341百万円となり、自己資本比率は17.2％となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は7,561百万円となり、前連結会計年度末比2,320

百万円の減少となりました。 

 営業活動により使用した資金は418百万円となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純損失1,668百万円、減

価償却費1,191百万円であります。 

 投資活動により使用した資金は314百万円となりました。主な要因は有形固定資産の取得による支出1,186百万円、

有形固定資産の売却による収入806百万円であります。 

 財務活動により使用した資金は1,603百万円となりました。主な要因は長期借入金の返済による支出1,463百万円で

あります。 

  

 業績予想につきましては、当第１四半期の業績が概ね計画通りに推移しておりますので、現時点においては平成21

年5月15日発表における業績予想値からの変更はありません。 

 当業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断している見通しでありますが、今後も、

景気の先行きは予断を許さない状況が続くものと予想されますので、実際の業績は、現時点の業績予想とは異なる結

果となり得ることをご承知おきください。 

  

 該当事項はありません。  

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）



簡便な会計処理 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予想やタックス・

プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化があるか、または、

一時差異等の発生の状況に著しい変化が認められる場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予

想やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

２. 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間案分して算定する方法によ

っております。 

  

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

１. 税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,710 10,729

受取手形及び売掛金 14,840 15,237

有価証券 86 86

商品及び製品 4,341 3,856

仕掛品 1,074 1,123

原材料及び貯蔵品 2,217 2,397

繰延税金資産 72 75

その他 3,438 3,287

貸倒引当金 △21 △23

流動資産合計 34,761 36,771

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,181 8,276

機械装置及び運搬具（純額） 7,754 8,061

工具、器具及び備品（純額） 1,816 1,946

土地 5,824 5,820

リース資産（純額） 2,883 3,017

建設仮勘定 1,789 2,397

有形固定資産合計 28,250 29,520

無形固定資産 201 210

投資その他の資産   

投資有価証券 4,969 4,212

繰延税金資産 259 286

その他 2,879 3,126

貸倒引当金 △20 △21

投資その他の資産合計 8,087 7,605

固定資産合計 36,540 37,336

資産合計 71,301 74,108



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,775 12,445

短期借入金 4,099 3,870

1年内償還予定の社債 100 100

1年内返済予定の長期借入金 5,358 5,624

リース債務 1,245 1,186

未払法人税等 132 78

未払費用 3,670 2,500

製品保証引当金 876 966

役員賞与引当金 5 14

その他 4,112 3,949

流動負債合計 31,375 30,735

固定負債   

長期借入金 16,110 17,182

リース債務 1,693 1,897

退職給付引当金 6,811 8,036

役員退職慰労引当金 9 13

負ののれん 4 5

繰延税金負債 499 241

その他 454 460

固定負債合計 25,584 27,837

負債合計 56,960 58,573

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,929 8,929

資本剰余金 7,840 7,840

利益剰余金 △2,618 △789

自己株式 △29 △29

株主資本合計 14,123 15,951

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 119 △401

為替換算調整勘定 △1,991 △2,115

評価・換算差額等合計 △1,871 △2,517

少数株主持分 2,089 2,100

純資産合計 14,341 15,535

負債純資産合計 71,301 74,108



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 29,138 18,794

売上原価 24,889 17,042

売上総利益 4,248 1,752

販売費及び一般管理費 3,720 3,121

営業利益又は営業損失（△） 527 △1,369

営業外収益   

受取利息 33 11

受取配当金 84 50

持分法による投資利益 63 16

固定資産賃貸料 － 97

その他 386 300

営業外収益合計 568 477

営業外費用   

支払利息 110 142

固定資産賃貸費用 － 26

その他 51 41

営業外費用合計 161 211

経常利益又は経常損失（△） 934 △1,103

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2 3

その他 9 0

特別利益合計 12 3

特別損失   

固定資産処分損 84 81

退職特別加算金 － 445

その他 10 40

特別損失合計 95 568

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

851 △1,668

法人税等 298 142

少数株主利益 96 18

四半期純利益又は四半期純損失（△） 457 △1,828



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

851 △1,668

減価償却費 1,086 1,191

退職給付引当金の増減額（△は減少） 100 △1,226

受取利息及び受取配当金 △118 △62

支払利息 110 142

為替差損益（△は益） △16 3

持分法による投資損益（△は益） △63 △16

有形固定資産売却損益（△は益） 83 78

売上債権の増減額（△は増加） △1,517 416

たな卸資産の増減額（△は増加） △521 △245

仕入債務の増減額（△は減少） △694 △641

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,272 1,781

その他 21 △53

小計 594 △300

利息及び配当金の受取額 118 62

利息の支払額 △110 △115

法人税等の支払額 △302 △64

営業活動によるキャッシュ・フロー 300 △418

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △158 △121

定期預金の払戻による収入 120 120

有価証券の取得による支出 △15 △15

有価証券の売却による収入 15 15

有形固定資産の取得による支出 △1,856 △1,186

有形固定資産の売却による収入 1,171 806

投資有価証券の取得による支出 △3 △4

貸付金の回収による収入 1 1

その他 △24 70

投資活動によるキャッシュ・フロー △749 △314

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 320 229

長期借入金の返済による支出 △1,371 △1,463

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △287 －

少数株主への配当金の支払額 △3 △42

リース債務の返済による支出 － △325

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,342 △1,603

現金及び現金同等物に係る換算差額 60 15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,731 △2,320

現金及び現金同等物の期首残高 12,611 9,882

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,879 7,561



 該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平

成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 自動車部品製造販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の

合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  

  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

   

   

 該当事項はありません。 

   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  26,581  972  1,584  29,138  －  29,138

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 268  51  64  384  △384  －

計  26,849  1,023  1,648  29,522  △384  29,138

営業利益又は営業損失(△)  251  △18  259  492  34  527

  
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  17,064  526  1,203  18,794  －  18,794

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 79  －  17  97  △97  －

計  17,144  526  1,221  18,892  △97  18,794

営業利益又は営業損失(△)  △1,490  △73  169  △1,394  24  △1,369

〔海外売上高〕

  北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,314  2,839  4,153

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  29,138

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  4.5  9.8  14.3

  北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  614  1,867  2,481

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  18,794

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  3.3  9.9  13.2

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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